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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

６ 海野 庄三（１５） １．「誰一人として取り残さない・富士市」の実現に向けてのデ

ジタル社会における行政の役割について 

  富士市は、2020年７月17日に国からＳＤＧs（持続可能な開

発目標）達成に貢献する「ＳＤＧs未来都市選定証」を受け、

翌月の８月、小長井義正市長は富士市デジタル変革宣言を打

ち出し、急速に進化するデジタル技術を最大限活用し、様々

な社会的課題に果敢に取り組むことにより、暮らしの質や価

値を高め、安心で豊かなまちづくりを推進していくと宣言し

ている。 

また、デジタル変革の柱には市民サービス、地域活性化、

行政経営の３点を掲げている。 

  果たせるかな、認定、宣言の証左として全国の地方公共団

体共通の喫緊の最重要課題である新型コロナウイルス感染症

対策の取組に当たっても市民向けの情報提供に際しては紙

ベースの「広報ふじ」や全市を網羅した同報無線の活用だけ

でなく、ウェブ（Web）をはじめ、フェイスブック（Facebook）

やライン（ＬＩＮＥ）など、ＳＮＳ（Social Networking 

Service）からも情報を発信、ＩＴ機器を活用してのデジタル

社会構築に向けて意欲と確かな前進が示されている。 

  しかし、４月に開始したワクチン接種券の発送と接種の予

約受付開始後には、デジタル社会の落とし穴ともいうべき課

題が表明化している。 

  具体的には、発信情報の受け手側、つまり市民にパソコン

やスマートフォン（以下、「スマホ」という。）などのＩＴ機

器が急激に普及しながらも、その操作に不慣れでオンライン

予約ができないという課題である。 

デジタル社会における情報発信と、その受け手である市民

との乖離という言葉に置き換えられる現状を分析しながら、

誰一人として取り残さないＳＤＧｓが掲げる17の目標の一

つ、「平和と公正をすべての人に」の視点から４点を質問、回

答を願いたい。 

(1) 今回のワクチン接種のオンライン予約で表面化した、ス

マホなどを所有するも不慣れで、その機能が使用できない

という市民に向けて、伝法地区のまちづくり協議会は６月

上旬からまちづくりセンターを会場にオンライン予約をサ

ポートする、すばらしい活動を開始。また、非営利の経済

振興機関である商工会議所はパソコンをはじめスマホ、デ

ジカメなどの各種教室を開き、富士市も教育委員会社会教

育課が担当となってまちづくりセンターを会場にパソコン

やスマホなどのＩＴ機器の操作を習得する一般講座を開い

ている。しかし、４月５日から同12日を受付期間として募

集した本年度前期のＩＴ機器関係の一般講座は13講座にす

ぎない。市内に26のまちづくりセンターを数える中での13

講座で、しかも13講座の合計定員が179人という中、応募者

は290人を数え、受講できる競争倍率は1.62倍となってい
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６ 海野 庄三（１５） る。最高倍率は鷹岡まちづくりセンターを会場に開く講座

名「使いこなそう！Androidスマホ」で、定員15人に対して

受講申込みは実に51人を数え、3.40倍もの倍率である。デ

ジタル社会に対応するために可及的速やかに講座の拡充に

取り組むべきではないか。 

 (2) 本年度前期のＩＴ機器関係の一般講座13講座のうち、市

が講師を確保しての直営講座は８講座で残り５講座は民間

の活力を導入。その５講座中、４講座は公益社団法人の富

士市シルバー人材センターが担当している。ＩＴ機器関係

の講座の拡充には、的確な指導方法も習得した講師の確保

が難題とされる中、パソコンなどを業務で使用してきたリ

タイヤ世代も増えており、講座拡充に向け、さらに高齢者

が高齢者を支える社会づくりの面からもシルバー人材セン

ターに助成金交付などの手立てをもって講師の養成を求め

てはどうか。 

 (3) 本年度前期のＩＴ機器関係の一般講座13講座は、いずれ

も最短５回から最長12回のシリーズ開催である。今後、講

師養成が進んだ際には、伝法まちづくり協議会の取組をひ

な形に、まちづくりセンターを会場に、「なんでも相談」の

機能を有する初心者向けの１日講座や半日講座を土曜日や

日曜日に定期的に開いてはどうか。 

 (4) 近年、生活必需品となっている携帯電話は年代を問わず

急激にスマホへの切替えが進んでいる。これは通話機能を

メインとしたガラケー（ガラパゴスケータイの略）である

フィーチャーフォンに使用されている３Ｇ回線のサービス

終了が打ち出されたことによるもので、既に端末メーカー

はガラケーの新機種の生産を中止。通信サービス会社も、

サービス終了予定を打ち出し、ａｕは2022年３月末、Ｓｏ

ｆｔＢａｎｋは2024年１月下旬、最大手のＮＴＴドコモは

2026年３月末にガラケーに使用している３Ｇ回線のサービ

スを終了とアナウンスされている。 

こうした事情から故障や破損、電池切れなどで携帯電話

の機種を変える際、好むと好まざるにかかわらず携帯電話

はガラケーからスマホに切り替わり、不慣れな高齢者には

メールどころかスマホで使用するのは電話機能だけという

人も多いと推測される。市は毎年、市政上の課題などを項

目に市民の意識、評価、要望などを把握するための世論調

査を実施しているが、過去10年間の調査項目にデジタル社

会は見られない。「誰一人として取り残さない・富士市」と

「平和と公正をすべての人に」の実現に向け、デジタル社

会における行政の役割の明確化と、対応の制度設計づくり

の基礎資料とするためにデジタル社会の認知度をはじめ、

市の情報の入手手段、ＩＴ機器の操作習得度などを把握す

るための世論調査を実施してはどうか。 
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